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 中国における技術移転の環境に大きく影響している、技術輸出入管理条例が

改正され、外商投資法が制定されました。以下にその概要を紹介します。 

 

１．技術輸出入管理条例の改正について 

国務院は、「国務院が一部の行政法規を改正することに関する決定（国務院令

第 709 条、2019 年 3 月 2 日付）」を 3 月 18 日付で公布し施行したことを、3 月

19 日公表しました。これにより改正された行政令（部門規定）の一つに「中華

人民共和国技術輸出入管理条例」（技術輸出入管理条例）が含まれています。 

改正箇所は、既存の条例にあった以下 3 つの条項を削除と、これに伴う条文

番号の繰り上げになります。 

① ライセンサーが中国への輸入技術が他人の権利を侵害した場合の責任を

負うこと（旧第 24条第 3項）、 

② 移転後の改良技術は改良した側に帰属すること（旧第 27条）、 

③ 技術輸入契約の制限的条項を禁止すること（旧第 29条） 

 また、これにあわせて、これにあわせて、「中華人民共和国中外合弁経営企業

法実施条例」（いわゆる JV規制）の技術移転協議書についても、以下の規定が削

除されました。 

・技術移転協議書の期間は一般的に 10年を超えない。 

・技術移転協議書の期間満了後も、技術譲受側が当該技術を引き続き使用する

権利を有する。 

 

【参考】改正前の技術輸出入管理条例の抜粋（【】内は今回削除された条文） 

第二十四条 技術輸入契約の譲渡人は、自分が提供した技術の適法な所有者であり、又は譲

渡、使用許諾をする権利を有する者であることを保証しなければならない。 

技術輸入契約の譲受人が契約に従って譲渡人の技術を使用した結果、第三者に権利侵害で

告訴された場合、直ちに譲渡人に通知しなければならない。譲渡人は通知を受けた後、譲受

人と協力し、譲受人が受ける不利益を排除しなければならない。 

【技術輸入契約の譲受人が契約に従って譲渡人が提供した技術を使用した結果、他人の合

法的権益を侵害する場合、その責任は譲渡人が負う。】 

 

【第二十七条 技術輸入契約の有効期間内に、改良した技術は改良した側に帰属する。】 

 

【第二十九条 技術輸入契約には以下に掲げる制限的条項を含めてはならない。 

（1）譲受人に技術輸入に必須ではない付帯条件を求めること。必須ではない技術、原材料、

製品、設備又はサービスの購入を含む。 



（2）譲受人に特許権の有効期間が満了し又は特許権が無効宣告された技術について許諾使

用料の支払い又は関連義務の履行を求めること。 

（3）譲受人が譲渡人に提供された技術を改良し、又は改良した技術の使用を制限すること。 

（4）譲受人にその他の供給先から譲渡人が提供した技術にﾞ似し又は競合する技術の取得

を制限すること。 

（5）譲受人に原材料、部品、製品又は設備の購入ルート又は供給先を不合理に制限するこ

と。 

（6）譲受人に製品の生産高、品種又は販売価格を不合理に制限すること。 

（7）譲受人に輸入した技術を駆使し、生産した製品の輸出ルートを不合理に制限すること。】 

 

２．「中華人民共和国外商投資法」の知財関連部分について 

 今年 3月 15日に第 13期全国人民代表大会（全人代）第 2回会議において「中

華人民共和国外商投資法」が可決され、2020 年 1 月 1 月から施行されることに

なりました。昨年 12 月に全人代常務委員会で同法律の草案が審議され、パブリ

ックコメントに付されてから 3か月という短期間で成立されたことになります。 

 知財に関連する規定の主な概要は以下の通りです（【】内は昨年 12 月の草案

にはなく、今回可決された法律に追加された内容を示しています）。 

 

○外資投資者の中国国内での出資、利潤、資本収益、資産処置による取得、知的

財産権の使用許諾料、法により取得した報償または賠償等は、法により人民元又

は外貨で自由に中国内外に送金することができる。（第 21条） 

 

○国は、外国投資者及び外商投資企業の知的財産権を保護し、知的財産権の権利

者及び関係者の合法的権益を保護する。【知的財産権の侵害行為に対しては、法

により厳格に法的責任を追及する。】（第 22条第 1項） 

 

○国は、外商投資の過程において、自由意志の原則及び商業規則に基づき技術協

力を展開することを奨励する。技術協力の条件は、投資の各当事者が公平の原則

にのっとり平等に協議を行うことによりこれを確定する。行政機関及びその職

員は、行政手段を用いて技術移転を強要してはならない。（第 22条第 2 項） 

 

○【行政機関及びその職員は、職責を履行する過程において知り得た外国投資者、

外商投資企業の営業秘密について、法により機密保持を行わなければならず、漏

えいし、又は不法に他者に提供してはならない。】（第 23条） 

 

○行政機関の職員が、外商投資促進、保護と管理業において、職権の乱用、職務

怠慢、私情にとらわれて不正を働いた場合【、又は職責を履行する過程において

知り得た営業秘密を漏えいし、不法に他者に提供した場合】には、法により処分

を与え、法におり刑事責任を追及する。（第 39 条） 
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【配信停止・配信先変更】 

配信停止を希望される場合は、下記の URLにアクセスの上で「Unsubscribe」ボ

タンを押して下さい。 

配信先を変更したい場合は、配信停止をした上で新たな E メールアドレスをご

登録ください。 

https://www.jetro.go.jp/mail5/u/l?p=tTW_GIj5ntM53_3CF1ZAZAZ 

【ご感想・お問い合わせ】 

本ニュースレターに対するご感想・お問い合わせ等がございましたら下記まで

ご連絡下さい。 

日本貿易振興機構（ジェトロ）北京事務所知的財産権部 

TEL：+86-10-6528-2781 

E-Mail：pcb-ip@jetro.go.jp 
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